第４号様式（第９条関係）特例子会社・特定組合等共通
神奈川県特例子会社・特定組合等設立支援補助金交付決定通知書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 産総第　　号
  年  月  日  

    様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　神　奈　川　県　知　事
（公  印  省　略）
　     年    月　   日付けで申請のありました、神奈川県特例子会社・特定組合等設立支援補助金の交付については、補助金の交付等に関する規則（昭和45年神奈川県規則第41号。以下「規則」という。）第４条第１項の規定により、次のとおり決定したので規則第６条の規定により通知します。

１　補助金額　        　円

２　補助条件

（１）この補助金の対象となる事業は、　　　年　　月　　日付けで申請のあった神奈川県特例子会社・特定組合等設立支援事業（以下「補助事業」という。）とし、その内容及び補助事業の経費の配分は申請書記載のとおりとする。
（２）補助事業の内容又は補助事業の経費の配分を変更しようとする場合は、速やかに知事の承認を受けること。ただし、経費の20％以内の変更についてはこの限りではない。
（３）補助事業を休止又は廃止しようとする場合は、速やかに知事の承認を受けること。

（４）次の場合、この補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことがある。
　　　また、取り消した部分に係る補助金を返還させ、補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき年10.95パーセントの割合で計算した加算金を徴収することがある。
　　ア　偽りその他不正の手段により補助金等の交付を受けたとき

　　イ　補助金の交付の決定の内容若しくはこれに付した条件又は法令若しくはこれに基づく知事の指示若しくは命令に違反したとき
　　ウ　神奈川県特例子会社・特定組合等設立支援補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第３条第２項各号のいずれかに該当するとき
（５）補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ当該収入及び支出についての証拠書類を当該補助事業完了の日の属する県の会計年度の翌年度から10年間整備保管しなければならない。また、証拠書類の保存期間が満了しない間に解散する場合は、その権利義務を承継するもの（権利義務を承継するものがいない場合は知事）に当該証拠書類を引き継がなければならない。

（６）その他、規則及び要綱の定めるところに従わなければならない。
（７）この補助金の交付決定の内容又は条件に不服があるときは、この交付決定通知書を受理した日から10日以内に申請の取り下げをすることができる。

